
公共施設における学校施設の割合

学校施設
37%

公営住宅・職員宿舎等
28%

公民館等
8%

社会福祉施設等
8%

庁舎・消防署等
5%

その他
12%

体育館
2%

※　平成22年度末時点
※　市区町村が所有又は管理している公共施設等
※　防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査報告書
　　　（平成23年12月消防庁）を元に作成

学校施設は市区町村が所有・管理している公共施設の約４割を占めている

１．学校を取り巻く状況 資料１－３
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学校数・幼児児童生徒数の推移

幼稚園・小中学校・高等学校の幼児児童生徒数は近年減少傾向にある一方で、特別支援学校は増加傾向

１．学校を取り巻く状況

小中学校 幼稚園

高等学校 特別支援学校

※ 学校基本調査による
※ 国・公・私立の合計数である。
※ 中等教育学校は含まれていない。
※ 特別支援学校は平成１８年度までは盲学校、聾学校及び養護学校
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小中学校数・児童生徒数の推移

小中学校の児童生徒数は第２次ベビーブーム世代が在籍した
昭和５０～６０年頃を境に減少

（小）昭和５６年
１，１９３万人

（小）昭和３３年
１，３４９万人

（中）昭和３７年
７３３万人

（中）昭和６１年
６１１万人

（小）平成２４年
６７６万人

（２万１千校）

（中）平成２４年
３５５万人

（１万１千校）

１．学校を取り巻く状況

データ更新済み

※ 学校基本調査による
※ 国・公・私立の合計数である
※ 中学校に中等教育学校前期課程は含まれていない
※ 平成24年以降は国勢調査をもとに作成



0

100

200

300

400

500

600

昭和

23年

26 29 32 35 38 41 44 47 50 53 56 59 62 平成

2年

5 8   11   14   17   20   23

小学校

中学校

（人）

※ 学校基本調査を元に算出

※ 中学校に中等教育学校前期課程は含まれていない。

一校あたりの児童生徒数の推移

（小）昭和３３年
５００人／校

（小）昭和５６年
４７７人／校

（小）平成２４年
３１５人／校

１．学校を取り巻く状況

（中）昭和３７年
５７９人／校 （中）昭和６１年

５４６人／校

（中）平成２４年
３３２人／校

１校あたりの児童生徒数は、ピーク期には５００人を超えていたが、
近年は３００人程度で推移

データ更新済み



公　立　学　校　の　年　度　別　廃　校　発　生　数
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H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 Ｈ18 H19 H20 H21 H22
年度

校数  小学校  中学校

公立小中学校の年度別廃校発生数

近年、廃校数は小中学校あわせて
年間４００校前後で推移

１．学校を取り巻く状況

平成２２年：４３１校

平成１６年：４９１校

（廃校施設等活用状況実態調査）
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昭和26年 31 36 41 46 51 56 61 平成3年 8 13 18

小学校 中学校

保有面積
（単位：千㎡）

公立小中学校施設保有面積の推移

戦後、児童生徒の増加に伴い保有面積は増加してきたが、
近年は横ばいからやや減少傾向に

１．学校を取り巻く状況

平成２２年
１億６３２２万㎡

平成１６年
１億６３７０万㎡

昭和２６年
５３２８万㎡
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保有面積は戦後増加してきたが、近年は横ばいからやや減少傾向。
児童生徒数・学級数は昭和５０～６０年ごろを境に減少。

小中学校の保有面積と児童生徒数・学級数の推移

昭和３６年
１８７４万人

昭和５７年
１７５３万人

平成２２年
１０５５万人

昭和３７年
４４万学級

昭和５８年
５０万学級

平成２２年
４０万学級

※ 学校基本調査及び公立学校施設実態調査による。
※ 児童生徒数・学級数に中等教育学校前期課程は含まれていない。
※ 換算後の数値。
※ カッコ内の年度の数値は前後の数値の平均値
※ 平成４年以前は沖縄県は含まない
※ 昭和４３年度以前の数値に寄宿舎は含まない。

１．学校を取り巻く状況
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児童生徒一人あたりの保有面積

一学級あたりの保有面積

昭和３０年代後半と比較して、児童生徒一人当たりの保有面積は約３倍に増加しているが、
一学級あたりの保有面積の増加は約２倍程度。

児童生徒一人あたり・一学級あたりの保有面積の推移

昭和３２年
３.８㎡/人

（㎡/人） （㎡/学級）

昭和３２年
１７１㎡/学級

昭和３９年
１９２㎡/学級

昭和３９年
５.０㎡/人

平成２２年
１５.５㎡/人

平成２２年
４１０㎡/学級

※ 学校基本調査及び公立学校施設実態調査を元に算出。
※ 児童生徒数・学級数に中等教育学校前期課程は含まれていない。
※ カッコ内の数値は前後の数値の平均値。

１．学校を取り巻く状況
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※　公立学校施設実態調査より。
※　換算後の数値。
※　カッコ内の年度の数値は前後の数値の平均値
※　平成４年以前は沖縄県は含まない
※　昭和４３年度以前の数値に寄宿舎は含まない。

（千㎡）

学校施設の高機能化・多機能化に伴い、数次にわたって必要面積の見直しを実施。
必要面積に対する保有面積の割合は概ね１００％程度で推移。

Ｓ３９年度～
１人当たりの基準面積から
１学級あたりの基準面積へ

S４８年度～

特別教室関係の充実
（準備室、図書室、視
聴覚スペースの充実）

S５３年度～

理科室・保健
室・職員室・便
所・通路部分の

充実

S５９年度～

多目的スペースの
確保

Ｈ９年度～

生活教室・外国語教室の新設。
コンピュータ教室の基準化。

特別教室の高規格化。カウンセ
リング機能・管理諸室の充実

小中学校の保有面積・必要面積の推移

【参考】必要面積に対する保有面積の割合（学校種別・建物区分別）

小学校 中学校
校舎 102% 110%
屋体 81% 95%（平成22年5月1日現在）

１．学校を取り巻く状況



耐震化の進捗状況（公立小中学校）

公立小中学校の耐震化率は平成２４年４月現在で８４．８％
平成２４年度予算により約９０％まで進捗する見込み

２．耐震化の状況

44.5%
46.6%

49.1%
51.8%

54.7%

58.6%
62.3%

67.0%

73.3%

80.3%

84.8%

40%
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80%

90%

100%

耐震化が必要な棟数

耐震化率

１０万棟

９万棟

８万棟

７万棟

６万棟

５万棟

４万棟

３万棟

２万棟

１万棟

14年4月 15年4月 16年4月 17年4月 18年4月 19年4月 20年4月21年4月 22年4月 23年4月調査年

耐
震
化
率

(公立学校施設の耐震改修状況調査を元に作成)

約１万９千棟

↓
約９千棟

※小中学校の全棟数：約12万2千棟（H24.4現在）

平成27年度までのできるだけ
早い時期に耐震化を完了

H24年度
当初予算執行後

約90%
予備費執行後

約91%
補正予算執行後

約93%

24年4月

データ更新済み
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(設置者数)

0%
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100%
(割合)

１００％達成自治体数

全設置者に占める割合

設置者別の耐震化状況

●耐震化率１００％を達成した設置者数の推移

●設置者別の耐震化率分布 耐震化１００％を達成した自治体数は約４割（平成２４年４月）

２４年度以降も増加する見込み

（公立学校施設の耐震改修状況調査を元に作成）

２．耐震化の状況

耐震化率（平成24(2012)年4月1日現在） ※

※ 宮城県及び福島県の一部は除く。

耐震化率
0 100 200 300 400 500 600 700 800

100%
90%～100%未満
80%～90%未満
70%～80%未満
60%～70%未満
50%～60%未満
40%～50%未満
30%～40%未満
20%～30%未満
10%～20%未満

0%超～10%未満
0%

（設置者数）

耐震化率 設置者数 割合

100% 750 42.1%

90%～100%未満 267 15.0%

80%～90%未満 245 13.8%

70%～80%未満 208 11.6%

60%～70%未満 156 8.8%

50%～60%未満 89 5.0%

40%～50%未満 39 2.2%

30%～40%未満 15 0.8%

20%～30%未満 3 0.2%

10%～20%未満 3 0.2%

0%超～10%未満 1 0.1%

0% 4 0.2%

合　計 1,780 100.0%



非構造部材の耐震対策の状況（公立小中学校）

公立小中学校の耐震化率（建物の構造体）は８４．８％まで進捗している一方、
天井材等の非構造部材の耐震化率は３２．０％

非構造部材：建物の構造体以外の、天井材、照明器具、窓ガラス、外装材、内装材、設備機器、家具等

２．耐震化の状況

耐震点検状況 耐震対策状況

全学校のうち、非構造部材の耐震対策の実施率：３２.０％（前年度２９．７％）

（公立学校施設の日構造部材の耐震点検及び耐震対策の状況調査）

 

学校教職員のみ 
点検実施 
10,745 校 （35.4％） 

学校設置者のみ点検実施
1,758 校 （5.8％） 

学校教職員と学校 
設置者が点検実施 
7,566校（24.9％） 

点検を実施
20,069 校  
（66.0％）

対策を実施
9,730 校 
（48.5％）

全学校数 
30,395 校 

点検未実施
10,326 校 
（34.0％） 

対策未実施
10,339 校 
（51.5％） 

平成 24(2012)年４月１日現在

データ更新済み


